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【 市長提案説明・報告 】 

 

本日は、第３回市議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には何かとご多用の中、ご参集いた

だきまして誠にありがとうございます。 

 

それでは、定例会の開会にあたり、提出いたしました諸案件の説明に先立ちまして、現在の市の情勢等

について、申し述べたいと存じます。 

 

厳しい残暑が続いておりますが、今年の夏は、日本の各地で自然災害が相次いで発生しております。こ

れらの災害で多くの方がお亡くなりになられ、また、今もなお行方がわからない方がお見えになります。

お亡くなりになられた方々のご冥福をお祈りいたしますとともに、被災された方々に心からお見舞い申し

上げます。 

 

さて、先の６月定例会中でありましたが、６月18日に「大阪府北部を震源とする地震」が発生し、大き

な被害が出ました。なかでも高槻市立小学校のブロック塀が倒壊し、登校中の児童が下敷きになり、死亡

するという痛ましい事故が発生しました。この事故を受けまして、本市におきましても、公共施設のブロ

ック塀の緊急点検を行いましたところ、光風中学校と成徳中学校で補強が不十分なブロック塀が確認され

ましたので、速やかに対応し、撤去を終えております。 

その後、詳細な調査を行ったところ、日進小学校と多度中学校においても、補強が不十分なブロック塀

が確認されましたので、現在解体撤去を進めております。 

また、他の市の施設におきましても、補強が不十分なブロック塀につきましては、速やかに撤去等の対

応を行ってまいります。 

 

また、７月に入りますと、西日本中心に大雨が降り、土砂災害や浸水などの甚大な被害が発生しました。

死者・行方不明者200人を超え、平成で最悪の豪雨災害となりました。 

この災害では、三重県から被災地への職員派遣の要請があり、７月10日から16日まで及び８月１日から

５日までのそれぞれの期間に２名の職員を、８月19日から23日までは１名の職員を広島県安芸郡熊野町へ

派遣し、災害対策本部、避難所の運営支援、建設関係の被害状況等のデータ収集及び整理等を行ってきま

した。 

また、８月12日から18日まで保健師１名を同じく熊野町に派遣し、被災者宅を訪問し、健康不安の相談

に応じてアドバイスを行ってきました。 

さらに、桑名市消防本部からは、緊急消防援助隊三重県隊として一次隊６名は７月12日から16日まで、

二次隊６名は７月15日から18日まで、ともに救助工作車、資機材運搬車で現地入りし、行方不明者捜索、

住宅地に流れ込んだ土砂の撤去に当たりました。 

今後も、職員派遣の要請があれば、可能な限り支援をしていきたいと考えております。 

 

本市におきましても、南海トラフ巨大地震など大規模な災害の発生が予想されており、被災地への職員

派遣は被災地の支援を行う重要な任務がありますが、それだけではなく、その職員の体験が、本市が災害

を被ったときに活かすことができれば貴重な資源や財産となります。所管する部署のみだけではなく一人

でも多くの職員が、非常時に素早い行動ができれば、被害を最小限に食い止めることも可能であります。

また、全職員が防災減災についての知識を持ち、市民の皆様の大切な生命、財産を守るとともに、市民の



皆様がより安全かつ安心に暮らせるようソフト・ハード両面の整備を進めていく必要があると考えており

ます。 

 

また、この異常気象のなか、８月３日には、本市において、三重県内の史上最高気温39.8度を記録し、

猛烈な暑さに見舞われました。命の危険すら招きかねない異常な高温となりました。 

桑名市内で熱中症と見られる症状で救急搬送された件数は、８月末時点において129件発生となっており、

昨年と比較し、76％増となっております。７月20日には、熱中症と見られる63歳の女性が自宅から搬送さ

れ病院到着後にお亡くなりになられました。 

そのような中、本市では熱中症予防対策の一つとして、クーラーの効いた場所で、市民の皆様が「ひと

やすみ」できるよう、公共施設のロビー等を開放し、クールシェアスポットとして利用していただけるよ

うに取り組んでおります。是非、利用していただき、体調管理に役立てていただきたいと思います。 

また、幼稚園や小学校の普通教室へのエアコン設置につきましては、保護者の方、地域住民の方、学校

関係者など多方面からご要望をいただいているところであります。本市としましても、教室などへのエア

コン設置につきましては、重要な課題であると認識しており、今年６月から９月末までの期間、幼稚園や

学校の教室の温度を計測しております。幼稚園の保育室や小学校の普通教室などのすべてにエアコンを設

置するのは、多額の費用もかかることから、国の支援の動向に注視し、計画的な取り組みが必要となって

まいります。現在行っております室温調査の結果も踏まえまして、できる限り幼児・児童等の保育環境や

学習環境が良くなるよう努めてまいります。 

 

次に、景気の動向についてであります。 

８月に内閣府から発表されました平成30年度年次経済財政報告によりますと、「日本の経済は、雇用所得

環境が着実に改善し、地方や中小企業にも好循環が波及する中で、消費や投資といった需要面が堅調であ

り、緩やかな改善を続けている。一方、技術革新や人生100年時代を見据えた人づくりや多様な働き方の実

現にいかに取り組んでいくかという課題がある。第４次産業革命とも呼ばれるイノベーションの波をしっ

かり捉え、生産性の上昇や国民生活の豊かさにつなげることが、持続的な経済成長を達成する鍵となる」

としております。 

 

次に、本市の財政状況についてであります。 

平成29年度決算における主要な財政指標である「経常収支比率」は、合併算定替の特例措置の段階的縮

減により、普通交付税は減少となりましたが、経常経費の伸びを極力抑えたほか、地方消費税交付金等の

各種交付金が増加したことにより、前年度から1.1％改善し、98.1％となりました。 

 

また、「実質公債費比率」は、一部事務組合に対する公債費負担の減少により、「将来負担比率」は、将

来負担額に対する充当可能な基金残高の増加により、それぞれ前年度から改善をしております。 

なお、基金の平成29年度末現在高は、財政調整基金が１千万円増の34億４千万円となり、その他、地域

振興基金や、ふるさと応援基金等の積み立てを行ったことから、基金総額では９億３千万円増の108億５千

万円となりました。 

普通交付税の段階的に縮減される非常に厳しい期間の中で、財政指標が好転できましたのも、財政健全

化の取り組みについて、ご理解をいただきました市民の皆様、議員の皆様のお力添えがあったからこそで

あると考えております。 

 

次に、主要施策の進捗状況についてその一端を申し上げます。 

初めに、「防災」についてであります。 

市民の皆様の大切な命や暮らしを守るため、情報伝達手段として効果的であるデジタル同報系防災行政

無線につきましては、桑名地区で53基の設置が完了し、現在、Ｊアラート連動試験放送を実施するなどソ



フト面の整備を順次進め、運用の充実を図っているところでございます。 

また、星見ヶ丘地区に整備を進めております防災拠点施設につきましては、平成28年度から工事が開始

され、現在、造成工事が進められております。周辺地域の皆様には大変ご迷惑をおかけしておりますが、

2020年度の供用開始を目指し取り組んでまいります。 

また、市では毎年、防災会議を開催し、防災体制の強化や災害時における協力体制の整備に努めている

ところでございますが、今年度から、新たに防災会議委員として陸上自衛隊第33普通科連隊、四日市海上

保安部、三重県建設業協会桑員支部をお迎えし、連携の強化を図ったところでございます。 

先に述べた７月豪雨の状況からもわかりますように、大災害への対応や復旧には、職員の実働体制と各

関係機関との連携、協力体制が非常に重要になってまいります。今後も、本市の防災体制がより強固なも

のとなるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

 

次に、「桑名駅周辺の整備」についてであります。 

桑名駅周辺地区整備事業におきましては、民間事業者の資金や経営能力、技術的能力を活用し、効率的

かつ効果的な事業の推進を図るため、市としての基本的な方針を示した「桑名駅周辺地区整備構想」を策

定し、先般公表させていただきました。この整備構想では、桑名駅周辺地区が桑名市の顔となり、駅周辺

地区ににぎわいを創出するために必要と思われる機能や、必要な交通結節機能等についてお示しをしてお

ります。この整備構想を踏まえ、民間事業者から事業提案をいただくため、現在、桑名駅周辺複合施設等

整備事業の募集要項の作成に取り組んでおり、今年度中に公表し、優先交渉権者が決定できるよう努めて

まいります。今後も、桑名駅周辺地区が、市民の方にとって満足度が高まり、また、市内外から人が集ま

る、賑わいと活力ある拠点となるよう引き続き取り組んでまいります。 

 

次に、「下水道整備」についてであります。 

平成28年に、設定された区域を一気に整備を行う「面的整備」に関する合意を、日本下水道事業団と締

結しました。この手法で行う整備は、日本で初めての取り組みとなるもので、現在、コストキャップ型下

水道として約355ヘクタールの整備を進めております。第１期として、修徳地区、大和地区、七和地区の一

部、約93.4ヘクタールの工事に着手しております。この手法で、今年３月末時点の下水道普及率75.6％を、

2026年度までに約90％に引き上げる予定でございます。市民の皆様の生活環境を守るために、スピード感

を持って進めてまいります。 

 

次に、「子ども医療費」についてであります。 

子ども医療費の助成は、保護者の経済的な負担を軽減し、疾病の早期発見と治療を促すことで、安心し

て子育てができる環境を整備する重要な制度であります。本市におきましては、現在、小中学生までの入

院と小学生までの通院のための医療費を助成しております。 

また、平成25年９月診療分からは、18歳までの子どもを３人以上扶養する世帯を対象に、中学生の通院

医療費についても助成しております。 

そうした中、厳しい財政状況の中ではございますが、子ども医療費の窓口無料化につきましては、子育

て支援のための重要な課題と位置づけており、出来る限り早期に実施できるよう、導入に向けての検討を

重ねた中で、この度、来年度の受給者証の更新時期に合わせて、来年９月の実施に向け、今定例会に０～

６歳の未就学児童を対象とした医療費の窓口無料化に向けたシステム改修費用を計上しております。 

  

最後に、「新病院」についてであります。 

地方独立行政法人桑名市総合医療センターは、今年４月桑員地域で急性期医療及び高度医療に対応する

ことのできる新病院として開院し、住民の皆様や地域医療関係者等からの大きな期待をいただき、５月か

ら診療を開始しております。 

新病院の病床数は今年度行っている既存棟の改修工事が完了しますと、新入院棟の321床に、改修後の79



床が追加され、計400床となります。５月からの入院患者数をみますと、５月7,446人、６月7,929人、７月

8,603人、外来患者数も５月17,167人、６月18,404人、７月18,785人と着実に増えております。 

また、救急搬送患者は５月327人、６月324人、７月445人と増加しており、積極的に、救急搬送患者の受

け入れをおこなっています。 

さらに、高度医療機器を最大限活用して種々の疾患の診療水準を高めており、そのような中でも桑員地

域でがん治療の完結を可能にする放射線治療器（リニアック）の稼働を６月から開始して治療を行ってお

ります。 

 新病院の建設は、住民の皆様、議員の皆様、医師会、地域医療機関、三重大学等の多くの協力と理解が

あって実現しました。市と総合医療センターはその自覚をもって、住民の皆様の多くの期待と信頼に最大

限応える責任を果たすことが必須となってまいります。 

 今後は、新病院での医療機能の向上に努めると伴に、医師会、地域医療機関との連携を密にし、住民の

皆様の安心・安全の向上に努め、運営面においては、収入の確保や支出の節減、計画的な収支計画と資金

計画による適切な予算管理を、市と病院とが連携しながら進めることにより、中長期的な財政運営の健全

化を目指してまいります。 

 

それでは、今定例会に提案いたしました諸議案につきまして、その概要を順次、ご説明申し上げます。 

 

まず、議案第78号「平成30年度一般会計補正予算（第２号）」につきましては、桑名市総合計画の中間見

直しのための費用を計上するほか、地震、豪雨、記録的な猛暑など、自然災害に対応するための費用を計

上いたしました。また、ＩＣＴを活用した業務効率化を検証するための費用などについて、所要の補正を

するものであります。 

 

それでは、歳出から主なものをご説明申し上げます。 

 総務費では、平成27年度からスタートいたしました桑名市総合計画が、平成31年度で、前期の５年間が

経過いたしますことから、後期基本計画策定に要する費用を計上いたしました。 

このほか、ＲＰＡやＡＩなどのＩＣＴ活用により、事務処理を効率化できる業務の選定及び効果検証の

費用を計上いたしました。 

また、コラボ・ラボ桑名に健康増進施設整備・運営事業の提案がございましたことから、事業実施のた

めの土地鑑定料などを計上いたしました。 

また、７月の西日本豪雨被災地における支援活動のため、被災地への職員派遣に要する費用を計上いた

しました。 

 

 民生費では、来年９月から実施予定の０歳から６歳までの未就学児童を対象とした医療機関での窓口無

料化に伴うシステム改修費等を計上いたしました。 

 

 衛生費では、６月の大阪府北部を震源とする地震に伴い、点検を実施し、危険と判断された深谷共同浴

場さざれ湯のブロック塀解体撤去及び新設工事に係る費用を計上いたしました。 

 

 農林水産業費では、多度町地内の林道において山側斜面が崩落したことにより林道等に支障が出ている

ため、調査・機能回復に係る費用を計上いたしました。 

 

 商工費では、株式会社まちづくり桑名の解散に際し、同社の物産観光振興に寄与してきた「くわなまち

の駅」を承継することに対して、３年間に限り支援する費用を計上いたしました。 

 



 土木費では、市道、公園等の樹木の適正管理を推進するため、樹木の伐採に係る費用の増額分を計上い

たしました。 

 このほか、耐震の観点から、点検を実施し、危険と判断された京町公園のブロック塀解体撤去及び新設

工事に係る費用を計上いたしました。 

 また、耐震診断が義務化されている避難路沿道建築物の耐震診断費用等について、助成を行うための費

用の増額分を計上いたしました。 

 

 消防費では、７月の西日本豪雨被災地における緊急消防援助隊への派遣に係る費用を計上いたしました。 

 このほか、三重県消防操法大会優勝に伴う全国消防操法大会への出場のための費用を計上いたしました。 

 

 教育費では、夏季の気温上昇による幼児・児童の体調管理や保育環境、学習環境の向上のため、市立小

学校の教室などへの空調設備整備に関する調査検討業務委託の費用を計上いたしました。 

このほか、学校における児童生徒の自殺予防を踏まえた心の健康教育の推進モデルとして、教職員およ

び児童生徒への指導や支援につなげるための研究等の費用を計上いたしました。 

また、耐震の観点から、点検を実施し、危険と判断された小・中学校及び多度テニスコートのブロック

塀解体撤去及び新設工事に係る費用を計上いたしました。 

また、７月の大雨により市立小学校・幼稚園に雨漏り等の被害が発生したため、これを修繕する費用の

増額分を計上いたしました。 

 

このほか、働き方改革を推進するため、産休、育休への対応として臨時的任用職員を補充する費用や、

来年、元号が改元されることに対応するため、各システムの改修費用を計上いたしました。 

また、時代の変化に対応した施設運営の見直しとして、指定管理者導入施設のうち平成30年度末で期間

満了となる38施設を、平成31年４月から、一旦直営化することに伴い、施設の管理運営に必要な委託業務

の契約手続きを進め、業務をスムーズに移行させるため、債務負担行為を設定いたします。 

 

続きまして、歳入の主なものについてご説明申し上げます。 

国庫支出金および県支出金につきましては、歳出事業に対する内示の状況等に応じて所要の額を計上い

たしました。 

このほか、繰入金および諸収入につきましては、必要な額等に応じて所要の額を計上いたしました。 

また、繰越金につきましては、この補正の収支の均衡を図るため、平成29年度決算を踏まえ、所要の額

を計上いたしました。 

   

次に、議案第79号「平成30年度国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）」につきましては、社会保

険診療報酬支払基金への返還金の費用を計上いたしました。 

このほか、来年、元号が改元されることに対応するため、システムの改修費用を計上いたしました。 

 

 次に、議案第80号「平成30年度農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）」につきましては、県補助

金の交付額に応じた基金積立額の増額分を計上いたしました。 

 

 次に、議案第81号「平成30年度介護保険事業特別会計補正予算（第１号）」につきましては、職員の産休、

育休の取得に伴う臨時的任用職員を補充する費用を計上いたしました。 

このほか、来年、元号が改元されることに対応するため、システムの改修費用を計上いたしました。 

 

次に、議案第82号「平成30年度後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）」につきましては、来年、

元号が改元されることに対応するため、システムの改修費用を計上いたしました。 



 

次に、議案第83号「平成30年度下水道事業会計補正予算（第１号）」につきましては、城之堀ポンプ場の

整備改築経費及び来年、元号が改元されることに対応するため、システムの改修経費を計上いたしました。 

 

次に、議案第84号「平成29年度一般会計並びに各特別会計歳入歳出決算の認定」についてご説明申し上

げます｡ 

本議案は、地方自治法第233条第３項の規定により、一般会計並びに国民健康保険事業特別会計をはじめ

とする七つの特別会計の決算につきまして、監査委員の意見を付して議会の認定をお願いするものであり

ます。 

それでは、その大要を、一般会計から私の７つのビジョンに沿ってご説明申し上げます。 

 

「中央集権型から全員参加型の市政に」では、少子高齢化の進展や人口構造の変化が進む中、市民一人

ひとりが、主体的に地域のまちづくりに取り組むことができる体制の構築を目指し、「地域創造プロジェク

ト（案）」を推進しています。 

プロジェクト推進にあたっては、今後の地域のまちづくりに対する考え方、方向性等について、地域住

民の皆様にお伝えするために、市内各所で説明会を開催させていただきました。 

プロジェクトの具体的な取り組みのファーストステップとして、本年４月に総合支所と地区市民センタ

ーの行政業務の集約化と効率化を図ると同時に、７つの地区市民センターと各地区の公民館を地域のまち

づくりの推進の場とするために「まちづくり拠点施設」へと機能転換を図りました。 

それに伴い、新たなサービスとして、住民票等の証明書の宅配サービスや証明書発行機能を搭載したマ

ルチコピー機を市内７ヵ所のまちづくり拠点施設へ設置するとともに、市内５郵便局に各種証明書を発行

できる体制を整えました。 

 

次に、「命を守ることが最優先」では、防災対策としまして、洪水などの災害から市民の大切な生命や財

産を守るため、災害情報の収集や迅速な伝達手段として効果的なデジタル同報系防災行政無線を桑名地区

で整備を進め、子局53基の設置が完了いたしました。 

また、地域医療対策としましては、新病院の開院に向けて、桑名市総合医療センターへの必要な財政措

置をいたしました。 

おかげをもちましてこの４月に開院し、桑員地域の地域医療体制を盤石なものとしていきたいと考えて

おります。 

 

次に、「こどもを３人育てられるまち」では、児童の急増に伴い安全面や教育環境の整備を図るため、３

ヵ年かけ大山田東小学校に新校舎を増築いたしました。 

また、桑陽保育所内にありました、「地域子育て支援センター」を公営では、県内で初めて商業施設であ

りますイオンモール桑名に移設して、保護者の皆様が気軽に訪れることが出来るよう利便性の向上に努め

ました。 

 

次に、「世界に向けて開かれたまち」では、「ポストジュニアサミット」１周年を記念してシンポジウム

を開催いたしました。 

また、昨年５月30日から６月２まで台湾高雄市からの教育旅行の受け入れが実現し、私立では津田学園

小学校、公立では、立教・精義・城東小学校に受入れのご協力をいただき、互いの学校紹介や桑名の千羽

鶴の折り紙体験などを通じて交流を図りました。 

今回の教育旅行では、津田学園保護者のご協力でホームステイも快く受け入れていただき、親睦を深め

ていただきました。 

 



次に、「地理的優位性を活かした元気なまち」では、桑名駅東西自由通路の整備事業に先立ち、暫定桑名

駅東口駅前広場整備工事に着手いたしました。 

また、桑名駅西土地区画整理事業では、桑名駅の整備に合わせて駅西側アクセス確保を中心とした建物

移転、宅地整備及び幹線道路の工事等を実施いたしました。 

 

次に、「桑名をまちごとブランドに」であります。 

平成28年４月に開催されたジュニア・サミットを契機とした産業観光の取り組みを加速させるため、昨

年６月に産官学で「桑名市産業観光まちづくり協議会」を設立し、地域一体となって取り組んだ結果、900

万円を超える消費に繋げることができました。このことが認められ、公益社団法人日本観光振興協会主催

の第11回「産業観光まちづくり大賞」において最高の賞である金賞を受賞することができました。 

また、大政奉還から150周年の節目の年になることから、博物館において「幕末維新と桑名藩」と題して

特別企画展を実施し、２千人を超える方が来館されました。 

この他にも、観光・文化の事業について、広く情報発信をし、桑名のブランド力の向上に努めました。 

 

次に、「納税者の視点で次の世代に責任ある財政に」では、社会情勢の急激な変化に対応するため、行政

課題を的確に把握し、継続して行政改革に取り組みました。そのような中で、平成16年の合併前から消費

税増税分以外は据え置かれておりました、各種使用料、手数料につきましては、市民の皆さんへの安定的

な行政サービスの提供や各施設の適切な維持管理、また、受益者負担の原則を考慮し社会情勢に沿った見

直しを行いました。 

また、地方財政法に基づく財政調整基金への積立や土地の売り払い収入等の減債基金への積立のほか、

地域振興基金、ふるさと応援基金、情報システム整備基金、また、地域コミュニティ推進のため、まちづ

くり応援基金を新設するなど特定目的基金へ積立を行いました。 

 

これら諸事業に取り組んでまいりました結果、一般会計の歳入総額は539億3,103万円余、これに対する

歳出総額は521億9,894万円余で、歳入歳出差し引き額は17億3,208万円余となりました。 

このうち、翌年度へ繰り越すべき財源１億2,481万円余を差し引いた16億727万円余が実質収支額であり

ます。 

 

歳入につきましては、予算現額545億5,677万円余に対する比率は98.9％で、財源の構成では、自主財源

が290億5,058万円余で53.9％、依存財源が248億8,045万円余で46.1％であります。 

 自主財源では、本市財政収入の基礎であります市税が219億7,836万円余で、このほか、分担金及び負担

金が19億4,738万円余、繰入金が14億5,554万円余、繰越金が18億2,780万円余であります。 

依存財源では、地方交付税が48億2,779万円余で、このほか、国庫支出金が65億7,523万円余、県支出金

が26億9,888万円余、市債が73億3,000万円であります。 

次に、歳出につきましては、予算現額に対する比率は95.7％で、翌年度繰越額は14億1,891万円余であり

ます。 

 

続きまして、各特別会計の事業概要を順次ご説明申し上げます。 

国民健康保険事業特別会計につきましては、適正な資格管理と給付に努めましたほか、特定健康診査等

の実施やデータヘルス計画に基づく保健事業の推進等により、医療費の適正化を図るとともに、保険税の

収納に努めたところでございます。 

 

住宅新築資金等貸付事業特別会計につきましては、既に貸付事業が終了しておりますので、償還金の収

納に努めているところでございます。 

 



市営駐車場事業特別会計につきましては、末広駐車場の適切な管理運営に努めたところであります。 

 

農業集落排水事業特別会計につきましては、立田・太平地区、嘉例川地区、美鹿地区、古野地区及び多

度北地区の５ヵ所の施設維持管理業務を行ったところでございます。 

 

介護保険事業特別会計につきましては、要支援１、２の方を対象とする介護予防サービス及び要介護１

以上の方を対象とする介護サービスの適正な給付に努めるとともに、介護予防・日常生活支援総合事業や

包括的支援事業の充実を行ったところでございます。 

 

後期高齢者医療事業特別会計につきましては、三重県後期高齢者医療広域連合と協力のうえ、被保険者

を対象に、資格や給付申請の受付をはじめ、保険料の収納業務を行ったところであります。 

 

地方独立行政法人桑名市総合医療センター施設整備等貸付事業特別会計につきましては、地方独立行政

法人移行前後の病院事業債の元利償還に加え、桑名市総合医療センターが行う新病院整備事業に対して、

病院事業債や地域医療再生臨時特例交付金を財源とした貸付や交付を行いました。 

 

これら各特別会計の事業を推し進めた結果、七つの特別会計の歳入総額は379億5,688万円余、これに対

する歳出総額は374億7,609万円余で、歳入歳出差し引き額は４億8,079万円余となりました。 

 

次に、議案第85号「平成29年度水道事業会計決算の認定」につきましては、安全な水を安定的に供給す

るための管網整備及び施設整備を行っております。 

経営状況につきましては、給水戸数は微増しておりますが、水需要の減少により有収水量は、約0.5％減

の1,719万立方メートル余となっております。 

なお、平成29年７月に水道料金の改定を行い、経営健全化に取り組んだところ、収入総額は、26億5,821

万円余となり、総収益で３億6,377万円余の増となっております。これに対し、支出総額は、24億6,004万

円余であり、差し引き１億9,817万円余の純利益となっております。 

資本的収支につきましては、７億161万円余の収入不足が生じたことから、決算報告書のとおり補てんを

いたしました。 

 

次に、議案第86号「平成29年度下水道事業会計利益の処分及び決算の認定」につきましては、地方公営

企業法第32条に基づき、企業債の償還に使用した減債積立金相当額について、資本金への組み入れ処分も

併せてお願いするものでございます。 

汚水対策事業では、高塚町ほか８ヵ所で管路施設工事を行うなど、普及拡大に取り組み、人口普及率は

75.6％、下水道処理区域内水洗化人口は10万３千５百人を超えております。 

雨水対策事業では、平成28年度に着手いたしました、香取ポンプ場の整備工事が完成したほか、平成30

年度の完成に向けて、城之堀ポンプ場のポンプ設備改修工事に着手いたしました。 

 このほか、コストキャップ型下水道により、未普及地域の解消に向けた取り組みを推進しております。 

経営状況では、平成29年７月に使用料の改定を行い、経営基盤の強化を図りましたほか、水洗化率の向

上に伴う処理量の増加により、有収水量が1,079万立方メートル余となり、収入総額は、49億3,824万円余

となっております。これに対し支出総額は、47億7,470万円余であり、約１億6,354万円の純利益となって

おります。 

資本的収支につきましては、９億3,243万円余の収入不足が生じたことから、決算報告書のとおり補てん

をいたしました。 

 

次に、議案第87号「桑名市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正」につきましては、任



期付職員として保育士を採用するに当たり、給料表を規定する等、所要の改正を行うものであります。 

 

次に、議案第88号「桑名市総合福祉会館条例の制定」乃至議案第95号「桑名市学童保育所条例の制定」

につきましては、施設の運営方法を見直すことに伴い、条例の全部を改正するものであります。 

 

次に、議案第96号「桑名市健康増進施設整備・運営事業実施事業者選定委員会条例の制定」につきまし

ては、健康増進施設整備・運営事業実施事業者を選定するに当たり、当該事業の選定委員会を設置するた

め、条例を制定するものであります。 

 

次に、議案第97号「桑名市住吉浦休憩施設条例の制定」につきましては、施設の運営方法を見直すこと

に伴い、条例の全部を改正するものであります。 

 

次に、議案第98号「桑名市建築開発関係手数料条例の制定」につきましては、桑名市手数料条例におい

て、建築開発関係の手数料が、多数を占めていることから、建築基準法の改正により新規の手数料を定め

ることに併せ、整理を行い、当該手数料を定めた条例を制定するものであります。 

 

次に、議案第99号「桑名市パブリックセンター条例の制定」につきましては、公民館から、市民等が広

く活用できる施設へ機能を変更することに伴い、条例を制定するものであります。 

 

次に、議案第100号「桑名市大山田コミュニティプラザ条例の制定」乃至議案第102号「桑名市陽だまり

の丘生涯学習交流センター条例の制定」につきましては、施設の運営方法を見直すことに伴い、条例の全

部を改正するものであります。 

 

次に、議案第103号「桑名市体育施設条例の一部改正」につきましては、施設の運営方法を見直すことに

伴い、所要の改正を行うものであります。 

 

次に、議案第104号「桑名市六華苑条例の制定」につきましては、施設の運営方法の見直し及び開苑時間

外等の施設使用料を規定することに伴い、条例の全部を改正するものであります。 

 

次に、議案第105号「市道の変更」につきましては、蓮花寺他地区での開発行為に伴い、市道の変更を行

うものであります。 

 

次に、議案第106号「財産の取得（水槽付消防ポンプ自動車）」につきましては、桑名市消防署に配備し

ております水槽付消防ポンプ自動車が、平成11年度の購入から18年を経過し、老朽化していることから、

更新を行うものでございます。 

 

次に、議案第107号「財産の取得（消防ポンプ自動車）」につきましては、東員消防署に配備しておりま

す消防ポンプ自動車が、平成11年度の購入から18年を経過し、老朽化していることから、更新を行うもの

でございます。 

 

以上、上程の各案件につきまして大要をご説明申し上げました。 

よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます。 

 

続きまして、報告14件について、ご説明申し上げます。 

報告第15号「平成29年度一般会計継続費精算報告書」につきましては、平成27年度から29年度までの３



ヵ年の継続事業として設定いたしましておりました大山田東小学校校舎増築事業について完成いたしまし

たので、地方自治法施行令の規定により報告するものであります。 

 

報告第16号「平成29年度決算に基づく桑名市健全化判断比率の報告」につきましては、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、監査委員の意見を付して報告するものであります。

健全化判断比率４指標のうち、実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字が生じていないため算定されてお

りません。また、実質公債費比率と将来負担比率についてでありますが、実質公債費比率は３ヵ年平均で

10.5％となり、昨年度の10.9％から0.4ポイント改善いたしました。また、将来負担比率におきましても昨

年度の56.4％から1.8ポイント改善し、54.6％となりました。いずれも財政健全化計画を定めなければなら

ない基準を下回っております。 

 

次に、報告第17号乃至第19号の「資金不足比率の報告」につきましても、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律第22条第１項の規定により、監査委員の意見を付して報告するもので、いずれの会計におい

ても、資金不足比率は算定されておりません。 

 

次に、報告第20号「地方独立行政法人桑名市総合医療センターの平成29事業年度に係る業務実績に関す

る評価結果の報告」につきましては、桑名市総合医療センター評価委員会から、総合医療センターの平成

29事業年度に係る業務実績に関する評価に対する意見を聴取し評価を行いましたので、地方独立行政法人

法第28条第５項の規定により、報告するものであります。 

評価は、総合医療センターの業務運営に関し、年度計画及び中期計画の達成状況等から多面的、総合的

に行われ、おおむね計画どおりに進んでいると評価いたしました。 

 

次に、報告第21号乃至第23号につきましては、出資法人に係る平成29年度の経営状況の報告でございま

す。 

まず、報告第21号「一般財団法人桑名市文化・スポーツ振興公社の経営状況」について、主なものを申

し上げます。 

収入につきましては、管理運営受託施設に係る受託収入、文化事業の事業収益などであります。 

支出につきましては、受託施設に係る維持管理費、文化・スポーツ事業の推進経費などであります。 

収支決算につきましては、収入合計１億8,394万円余、これに対する支出合計は、１億7,516万円余とな

り、差し引き877万円余の収支差額が生じましたので、これを翌年度へ繰り越しいたしました。 

 

次に、報告第22号「株式会社まちづくり桑名の経営状況」について、主なものを申し上げます。 

収入につきましては、サンファーレの業務委託費、くわなまちの駅の売り上げ、六華苑レストハウスの

家賃収入などであります。 

支出につきましては、サンファーレ管理費、くわなまちの駅の経費、空き店舗対策事業などの事業費で

あります。 

収支決算につきましては、収入合計5,587万円余、これに対する支出合計は5,857万円余となり、差し引

き270万円余の純損失の計上となりました。 

 

次に、報告第23号「地方独立行政法人桑名市総合医療センターの経営状況」について、主なものを申し

上げます。 

収入につきましては、入院収益、外来収益などの医業収益であります。 

支出につきましては、給与費、薬品や診療に係る材料費、臨時損失としての建物等に関する控除対象外

消費税などであります。 

収支決算につきましては、収入合計95億7,639万円余、これに対する支出合計は113億4,876万円余となり、



差し引き17億7,236万円余の純損失計上となりました。 

経常費用に対する経常収益の割合を示す経常収支比率は、89.8％であります。 

 

次に、報告第24号「桑名市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況の点検及び評価報告書の

提出」について、申し上げます。 

この報告書は、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たすため、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律第26条第１項の規定により、平成29年度中に実施した教育に関する各種

施策の点検、評価の結果を報告するものであります。 

 

次に、報告第25号乃至第27号の「専決処分の報告」につきましては、議決により委任を受け、市長が専

決処分することができる事項として指定されている、損害賠償について専決処分したもので、地方自治法

第180条第２項の規定に基づき、ご報告申し上げるものであります。 

 

次に、報告第28号「議決事件に該当しない契約（城之堀ポンプ場自家発電気設備改築工事委託に関する

協定）」につきましては、日本下水道事業団との間で城之堀ポンプ場自家発電気設備改築工事の委託に関す

る協定を締結いたしましたので、ご報告申し上げるものであります。 

 

よろしくご了承賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 

注）上記の提案説明及び報告は、実際の発言と異なる場合がありますので御了承願います。 

（会議録が正式な発言記録となります。） 

 


